
連携事業案一覧（市町村間協議が進行している「平成30年度事業開始予定」の事業）

区
分 № 連携事業№及び名称

高知市
担当課名

事業概要
概算事業費

（平成30年度）

1
(1)
地域経済分析・統計データ活用検討事業

総務部市長公室
　政策企画課
　（地方創生推進室）

高知大学と連携した各種データ分析に関する研究や研修及び情報交換を行い，データ分析の重要性を共有
し，産業連関表や各種統計結果の活用方法の学習，各地域の現状や地域間の経済状況の関係性を把握するこ
とで，日常業務における実務での活用及び市町村間の連携による相乗効果を創出するような事業の立案を目
指す。

2
(5)
日曜市出店事業

商工観光部
　産業政策課

日曜市の中に圏域市町村の出店スペースを設け，各市町村が輪番制で観光ＰＲなどの情報発信や農産物・加
工品等特産品の販売を行う。
また，出店市町村と連携し出店スペースのＰＲイベント等を行う。

8,326千円

3
(6)
地場産品販路拡大推進事業

商工観光部
　商工振興課

バイヤーの多様なニーズに圏域で連携して対応できるよう販路拡大に関する圏域市町村のネットワークを構
築する。
高知市が主催・出展する見本市等について，参加者要件を高知市内事業者から圏域全体に拡大し共同出展す
ることでスケールメリットによる販路開拓等の機会を創出する。
高知市内量販店等と圏域企業との商談会を開催することで圏域内での販路拡大を図る。

1,400千円

4
(7)
伝統産業推進事業

商工観光部
　商工振興課

伝統産業の強みを活かしたブランド力・知名度の向上，販路拡大に向けた支援を行うことにより伝統産業の
振興を図る。

5
(9)
六次産業化推進事業

農林水産部
　農林水産課

高知市が主催する農商工連携セミナーの参加者要件を高知市内事業者から圏域全体に拡大する等，一次・二
次・三次産業事業者の交流・マッチングの機会を創出・拡充することで，事業者間のコラボレーションによ
る新商品開発や販路開拓の促進を図る。

560千円

6
(12)
広域観光推進事業

商工観光部
　観光振興課

携帯電話の位置情報ビッグデータを活用し，圏域市町村を訪れる観光客の移動軌跡調査・分析を行う。それ
により，観光エリアの特徴・課題を把握し，ターゲット等に応じた効果的な商品開発やプロモーションを圏
域市町村で連携して行う。
また，必要に応じて観光資源や受入体制の整備を行う。

10,000千円

7
(13)
インバウンド観光推進事業

商工観光部
　観光振興課

外国人観光客に対応するため，外国語対応可能な観光案内所を高知市中心市街地に常設設置し，通訳スタッ
フの常駐及び圏域市町村と連携した観光ＰＲ等を行い，周遊促進を図る。（高知駅前の観光案内所と役割分
担・連携を図る）

46,600千円

8
(17)
空き店舗を活用した商店街のにぎわい創出
事業

商工観光部
　商工振興課

圏域内の空き店舗情報及び自治体の支援策を共有し，出店希望者に対し一元的に情報提供することで，出店
の促進を図る。

3,000千円

69,886千円
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ア　圏域全体の経済成長のけん引　小計
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区
分 № 連携事業№及び名称

高知市
担当課名

事業概要
概算事業費

（平成30年度）

9
(50)
新規就農者の確保

農林水産部
　農林水産課

高知市と連携市町村が合同で，就農相談会を高知県内で開催する。
新規就農者及び研修受入農家等に対する助成，受入農家の交流促進・合同研修なども検討する。

400千円

10
(57-1)
防災リーダー育成事業

防災対策部
　防災政策課

圏域全体の防災力向上を図るため，地域で防災活動に取り組む防災リーダー「災害に強い人」を育成する。
高知市が開催する防災の各専門分野の講師による全８回の講座において，参加者要件を高知市内在住・在勤
者から圏域全体に拡大するとともに圏域内数箇所にサテライト会場を設置し双方向による受講を可能とす
る。
また，講座修了生等を対象に防災士資格取得を支援する。

5,850千円

11
(60)
水道事業広域実施（人材育成等）

上下水道局
　企画財務課

水道事業の知識や技術の継承及び災害時対応について，高知市が行う水道事業実務研修の対象者を圏域全体
に拡大することで効率的な人材育成に努める。
また，連携市町村での情報の共有・統一化等により業務の効率化を図る。

12
(72)
二段階移住推進事業

総務部市長公室
　政策企画課
　（移住・定住促進室）

高知市を拠点とした二段階移住を推進し，圏域全体への移住・定住の促進を図る。
二段階移住の推進・ＰＲ（ハンドブック作成，プロモーション活動，ホームページの作成など），二段階移
住をテーマにしたイベントの企画・実施（移住体験ツアーの共同実施，都市圏での相談会，共同セミナーの
開催など），二段階移住推進のための体験滞在拠点の整備・活用（滞在中のモデルコース提案，体験滞在拠
点の相互利用，連携した相談体制の充実など）に取り組む。

50,200千円

13
(85)
職員交流による連携強化と能力向上

総務部
　人事課

連携市町村から高知市へ派遣職員の受け入れ及び交流派遣を行い，多様な行政案件を処理することで派遣職
員の能力の向上を図るとともに，高知市職員研修への参加機会の提供等により職員の能力向上を図る。
また，共通した行政課題について，連携市町村間での情報交換を行うほか，相互連携が可能な事業について
は共同して事業を実施する。

56,450千円

126,336千円合計
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■解決される課題・連携市町村のメリット
（圏域への波及が期待される効果）
・圏域全体で統計データや産業連関表の
活用ノウハウをモデル化し共有することで，
課題の分析や市町村間の連携を含む施策

案に活かし，データに け た
的な産業振興につなげる事ができる。裏付
けられた戦略的な産業振興につなげる
事ができる
■高知市のメリット
・統計データや産業連関表の活用ノウハウ
を活かした連携施策の 案 等を
通じて，各市町村の産業等の振興を図り
，県都として経済 のけん引 を うこ
とができる。

■重要業績評価指数（KPI）の指標
データ分析等に関して高知大学と連携した各
調査・研究・研修の実施件数

事業名称：地域経済分析・統計データ活用検討事業

事

業

概

要

事業費（想定）

ア 圏域全体の経済 のけん引

平成29 月 （ ） 高知市
担当者

所属 務 市 政策 課
職・氏名 主任 有光 孝仁
TEL 088-823-9407 FAX 088-823-9382

E-Mail kc-010900@city.kochi.lg.jp連携事業No. 1

30 31 32 33
高知市 連携市町村（33市町村） 高知市 連携市町村（33市町村） 高知市 連携市町村（33市町村） 高知市 連携市町村（33市町村）

項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目

歳
入

計

歳
出

計

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

30

31

32

33

34

34
高知市 連携市町村（33市町村）

項目 項目

歳
入

計

歳
出

計

（単位：千円）

【様式】連携事業案概要シート

■市町村のニーズ
高知市と県内他地域の経済的なつ
ながりについてデータで知ることで，
連携の必要性を共有し，連携する
ことで相乗効果を む施策の 案
に活かしたい。

■市町村の課題
各種統計結果や産業連関表，Ｒ
ＥＳＡＳ等の分析ノウハウを有す
る が して り，施策への

等が 分で る。

■高知市の課題
他の市町村との政策的な繋がりを
強め，県都として県内各地域をけ
ん引し，相乗効果が期待できるよう
な施策の 案，実施につなげる。

■事業目的
各市町村が する統計 や 業連 ， の各種統計を活用することの重要 を し， 拤
業務の中で活かしきれていない各種統計データを活用することで，各市町村で実施する事業や，市町村間の連
携 る 拳効果を する な事業の な る

スケジュール

■実施内容
高知大学と連携した研修会 よ 各種データ分析に関する研究や を い，データ分析の 要性を共有する
。その中で，段階を経て産業連関表や各種統計結果の活用方法を学習し，県内の各地域の現状や地域間の経済
状 の関係性を し， 業務に ける実務での活用につなげ，より効果の期待できる事業の 案を目 す。
た， 的なデータの活用に けたデータベースの構築，ノウハウの蓄積 てい 。

・研修 費用（ or ）
・データベース構築費，運用費（ 数 or ）
・ノウハウ蓄積方法の構築費，運用費（ 数 or ）

【STEP1】
・データ分析に関する研修会
・各市町村共通の課題項目の抽出
とデータ活用方法のモデル化
・該当データ収集（有無の調査）

【STEP2】
・データ活用に関する研修会
・データベースの構築
・ノウハウ蓄積方法の

【STEP3】
・産業連関表等に関する研修会
・データベースの運用
・ノウハウ蓄積方法の運用

【STEP1】 ・研修会 ・課題項目の抽出と活用データのモデル化 ・該当データ調査

【STEP2】 ・研修会 ・データベースの構築 ・データの収集 ・ノウハウ蓄積方法の

【STEP3】 ・産業連関表等に関する研修会 ・データベースの運用 ・ノウハウ蓄積方法の運用

共通課題の活用事 研究

■連携市町村の費用負担
無

■役割分担
高知市：高知大学と連携した研修会
を主催者として開催
市町村：研修会への参加
県：統計データの提供

■調整すべき項目※9 でに調 が必要
・研修会実施に係る高知大学側の体制
・研修会の開催 ， 期，会 定
・データベース，ノウハウ蓄積方法
・将来的なサポート体制（事務局等）

1



■解決される課題・連携市町村のメリット
（圏域への波及が期待される効果）

・圏域市町村の高知市での 知 向上
・圏域市町村を 勬する高知市 の増加
・日曜市への出店による売上げ，顧客創
出
・日曜市への出店による情報収集等

■高知市のメリット
・出店者増によるにぎわいの創出
・ 「れんけい小間」の人気化による日曜市
への来客増
・日曜市の 向上

■重要業績評価指数（KPI）の指標
・日曜市への新規出店者数
・ 「 れんけい小間」への来客数

事業名称：日曜市出店事業

事

業

概

要

事業費（想定）

ア 圏域全 の経 成 のけん

平成29 月 勷（ ） 高知市
担当者

所属 商工観光部産業政策課

職・氏名 課長補佐 藤村 浩二

TEL 088-823-9456 FAX 088-823-9492

E-Mail kc-150600@city.kochi.lg.jp連携事業No. 5

30 31 32 33
高知市 連携市町村（20市町村） 高知市 連携市町村（21市町村） 高知市 連携市町村（22市町村） 高知市 連携市町村（23市町村）

項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目

歳
入

計

歳
出

旅費 33 旅費 44 旅費 33 旅費 44 旅費 33 旅費 44 旅費 33 旅費 44
需用費 868 需用費 50 需用費 100 需用費 50 需用費 100 需用費 50 需用費 100 需用費 50

3,804 3,804 3,804 3,804
2,952 2,952 2,952 2,952

備品購入費 669
計 8,326 94 6,889 94 6,889 94 6,889 94

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

30

31

32

33

34

34
高知市 連携市町村（24市町村）

項目 項目

歳
入

計

歳
出

旅費 33 旅費 44
需用費 100 需用費 50

3,804
2,952

計 6,889 94

（単位：千円）

【様式】連携事業案概要シート

■市町村のニーズ
人口と観光客が集中する高知市
のマーケットを活用した各市町村
のPRや販売活動。

■市町村の課題
・個々の市町村では，マンパワー
勘 等により市町村外での 報
・外商活動に限界がある。

■高知市の課題
・日曜市をは めとする 市で
は，地 用者や出店者が
少傾向にあり，存続の危機をも
孕んでいる。
・ 市ににぎわいを創出し，活
性化させるためのさまざまな取組
みが求められている。

実施内容■事業目的
圏域市町村に，人口と観光客が集中する高知市・日曜市のマーケットを提供し，観光PRや販売活動の場として
活用してもらうことで，圏域全体の経済活性化に寄与する。

スケジュール

■連携市町村の費用
負担
・PR・販売のための商品
や装飾類の経費
・PR・販売促進のための
景品等の経費

■役割分担
高知市：日曜市の勣全 ，テント・ 等の備品

，圏域市町村の出店場所等の確保（ 市事勲所，
備品倉庫を含む）
市町村：出店者の確保，PR素材や商品等の準備，出
店当日の店舗準備・撤収など
県：出店市町村の など（高知市が け入れ，
圏域市町村がPR・販売に で るためのサ ート）

■調整すべき項目
・出店市町村の
・出店内容等につ ，
市出店者・組合との情報

に め， を る
と
※9月までに が 要

■実施内容
１回平均17,000人の来客でにぎわう
日曜市の中に圏域市町村の出店スペー
スを設け，観光PRなどの情報発信や農
勩物・加 品等 勩品の販売を う。
各市町村の出店回数・時期等について
は，県地域本部 で を う。

■想定される活用方法
・観光PR
・物販
・マーケティング，アンケート
・移住相談
・新人職員研修の場

出店準備 出店

○ 「 れんけい小間」へ集客する
ためのイベント実施などについて，
高知市と参加市町村で随時

を う

○３ヵ月サイクルで県地域本部が
を

○全33市町村の参加を前提とし，平
成30 ら 出店を

2



■解決される課題・連携市町村のメリット
（圏域への波及が期待される効果）

・県内地場産品の販 大
・販 大を通じた各市町村のPR効果

■高知市のメリット
・県域で連携することで，バイヤーの求める
品目や数 などに く対応できる に
なり， 口として が増し，
体として販 大に がる。
・他市町村と共同で 市等に出展する
ことで，連携して商談や に める か
，ブースを大きく設置でき，存在感が増す
など出展効果の向上が期待できる。

■重要業績評価指数（KPI）の指標
・ 市等における商談 件数
・高知市以外の事業所の出展件数

事業名称：地 産 大 進事業

事

業

概

要

事業費（想定）

ア 圏域 体の経済 のけ

平成29 5月時点（案） 高知市
担当者

所属 商工観光部商工振興課
職・氏名 販 大 鍋島 茂樹
TEL 088-823-9375 FAX 088-823-4024

E-Mail Kc-151700@city.kochi.lg.jp連携事業No. 6

30 31 32 33
高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村）

項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目

歳
入

計

歳
出

首都圏 市出展 1,200 旅費 125 首都圏 市出展 1,200 旅費 125 首都圏 市出展 1,200 旅費 125 首都圏 市出展 1,200 旅費 125
販 商談会開催費 200 販 商談会開催費 200 販 商談会開催費 200 販 商談会開催費 200

計 1,400 125 1,400 125 1,400 125 1,400 125

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

30 販
商談会 展示会実施

31 販
商談会 展示会実施

32 販
商談会 展示会実施

33 販
商談会 展示会実施

34 販
商談会 展示会実施

34
高知市 連携市町村（●市町村）

項目 項目

歳
入

計

歳
出

首都圏 市出展 1,200 旅費 125
販 商談会開催費 200

計 1,400 125

（単位：千円）

【様式】連携事業案概要シート

■市町村のニーズ
食品をはじめとする地場産品
の県内外への販 大

■市町村の課題
・人口減少が進む中，人口
規模の小さい県内の自治体
では地産地消に自ずと限界
がある。
・県内の最大消費地である
高知市をはじめ県外や海外
等に販 を 大しなけ
，地域経済の発展は望めな
い。

■高知市の課題
・県外バイヤーが求める商品
や数 など，高知市内の事
業者だけでは対応できないこ
とがある。

実施内容■事業目的
人口減少が進む中，地産地消による経済の循環には自ずと限界があることから，県内の最大消費地である高
知市 は 県 にむ の地 産 の 大に むことによ ，圏域 体の経済成

の に 拜する の

スケジュール

■連携市町村の
費用負担
・首都圏開催展
示会出張旅費（
1自治体1人あた
り：125千円）

■役割分担
高知市：
・市内事業者だけでは対応できない県外バイヤー等の求めに応じ，他市町村と連携して商談を実施
する。
・高知市が する 市や商談会， 産展などの の か，高知市が参加する 市等
への共同出展。
・市内 販 等との商談会開催にむけ，県と連携して ・ を実施する。
市町村：
・各自治体の事業者だけでは対応できない県外バイヤー等の求めに応じ，高知市をはじめ他市町村
と連携して商談を実施する。
・ 市等の を各事業所に し参加等を す か，圏域の地場産品のPRの場である商談
の機会を通じて，各自治体のPRや販 大に る。
県：県 び地産外商 が する 市等の の び出展 を とと に 市場に
け る商品 くりへの を 。市内 販 等との商談会開催にむけ，高知市と連携して
取り組む。

■調整すべき項目
・県や県内市町村におけ
る販 大 者等と
のネットワークの構築
・市内 販 を対 とす
る商談会開催にむけた
双方のニーズ調査
※9 でに調 が
必要

■実施内容
・ 市等の を圏域で共 する か，高知市が出展する 市
等に参加を呼びかけるなど，高知市内をはじめとする県内事業者が販

大に取り組める 県と連携して に取り組む。
・高知市外の 業の高知市における販 大 の構築を目 す。

■具体案
・販 大に する県内市町村のネットワーク構築
・県外 市への共同出展
・高知市 販 等への販 大 の

3



■解決される課題・連携市町村のメリット
（圏域への波及が期待される効果）
・伝統産業事業者の所得向上による地域
経済の活性化
・ の の 出による の
出阻止

■高知市のメリット
同上

■重要業績評価指数（KPI）の指標

事業名称：伝統産業推進事業

事

業

概

要

事業費（想定）

ア 域 の経済成 のけ

平成29 月 （ ） 高知市
担当者

所属 商工観光部商工振興課
職・氏名 工業振興・ 業 地 ・
TEL 088-823-9375 FAX 088-823-4024
E-Mail kc-151701@city.kochi.lg.jp連携事業No. ７

30 31 32 33
高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村）

項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目

歳
入

計

歳
出

計

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

30

31

32

33

34

34
高知市 連携市町村（●市町村）

項目 項目

歳
入

計

歳
出

計

（単位：千円）

【様式】連携事業案概要シート

■市町村のニーズ
・伝統産業の 化
・伝統産業の持つ付加価値を
活かした産業の振興
・ の の 出による 者

の県 出 止

■市町村の課題
・ の 者 の
県 出による後継者 足
・職 の高 化及び後継者
足にともなう伝統産業の衰退

■高知市の課題
同上

実施内容■事業目的
伝統産業の の 上 の 拶 伝統産業の 用の

拊者 の 拌 する 域 の る

スケジュール

■連携市町村
の費用負担

未定

■調整すべき項目
各市町村の伝統産業におけ
る事業者のニーズの把握
実施事業内容の検討
※9 に 要

■実施内容
高知県内における国指定の伝統的工芸品，高知県指定の伝統的特産品
及びその他県内市町村における伝統的産業に対する下記の支援を実施す
る。

・ ・知名 向上に対する支援
・県内 における の支援
・後継者育成に対する支援

未定

■役割分担
高知市 高知市内における ，後継者育成対 支援
市町村 各市町村内における ，後継者育成対 支援
県 県 における ，県 の後継者育成対 事業の
信

4



■解決される課題・連携市町村のメリット
（圏域への波及が期待される効果）

次産業化，新商品開発，販 拡大に
よる農家所得の向上

■高知市のメリット

一次産業者の住所要件が「高知市内」か
ら，「高知県内」に拡大することに加え，各
自治体が広報することにより，参加者数の
拡大が れ， いては商工業者の所
得の向上も期待できる。

■重要業績評価指数（KPI）の指標
・マッチングへの参加者数
・圏域内事業者同士のマッチング件数

事業名称： 次産業化 事業

事

業

概

要

事業費（想定）

ア 圏域 体の 成 のけ

平成29 月 （ ） 高知市
担当者

所属 農 産 農 産
職・氏名 拙拵 小藤吉彦
TEL 088-823-9458 FAX 088-823-9459

E-Mail kc-270200@city.kochi.lg.jp連携事業No. 9

30 31 32 33
高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村）

項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目

歳
入

計

歳
出

講師 150 講師 150 講師 150
会場 用 150 会場 用 150 会場 用 150
消耗品費 200 消耗品費 200 消耗品費 200
講師宿泊費 60 講師宿泊費 60 講師宿泊費 60

計 560 560 560

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

30 マッチング会 マッチング会 マッチング会

31 〃 〃 〃

32 〃 〃 〃

33

34

34
高知市 連携市町村（●市町村）

項目 項目

歳
入

計

歳
出

計

（単位：千円）

【様式】連携事業案概要シート

■市町村のニーズ
農家所得向上に向けての
圏域で 農商工連携や

次産業化，新商品等の
開発による新 な販 の
保。

■市町村の課題
各市町村内だけでは，事
業者の偏りや連携事業者が
いないなど，単独での事業
を 場 では連携事業
者が 拒し，事業の 開が
図れない状況にある。

■高知市の課題
新規参加者の掘り起こし

実施内容■事業目的
市町村単 れ れの 域 連携事業者が 拒する 事業 分 れ る 圏域 事業

次産業化 販 目指す

スケジュール

■連携市町村の
費用負担

未定

■役割分担
高知市：事業者のマッチング，各種セミナーの開催
市町村：会場提供，参加者募集，事業者・生産者への支援

ニーズの調査，各種開催の周知（広報紙への掲載等）
県：６次産業化に取組む農業者等の育成・レベルアップ

■調整すべき項目
・連携内容
・ スケジュールの
・費用負担のあり方
※9 でに調拪 が 要

■実施内容
各市町村と連携し，県内で 次産業化セミナーや一次・ 次・ 次産業者のマッチングの場を け，新 な実 者の掘り起こしに
よる新商品の開発や販 開 支援を 。

生産
【1次】

加工
【2次】

(販売)
【3次】

農業者
■6次産業化

●農業者が生産・加工・販売を一体的に実施

農業者 商工業者

●高付加価値の新商品開発
●新サービスの提供

連携

■農商工連携

5



■解決される課題・連携市町村のメリッ
ト（圏域への波及が期待される効果）
圏域で観光客の動きを分析することで，
ターゲット の 体的な施 の 案や，
多様化する観光ニーズへの対応が可能と
なり，圏域全体でターゲットを絞った効果
的なＰＲを ことで観光客が増加し，
観光消費額の増加に繋がることが期待で
きる。

■高知市のメリット
多様化する観光ニーズに応えることが可
能となり，また圏域全体でターゲットを絞
った効果的なＰＲを ことで観光客が
増加し，観光消費額の増加に繋がること
が期待できる。

■重要業績評価指数（KPI）の指標
・ 観光入込客 （日帰り/宿泊）
・県外観光客消費額（日帰り/宿泊）

事業名称：広域観光推進事業

事

業

概

要

事業費（想定）

ア 圏域全体の 成 のけん

平成29 月 勷（ ） 高知市
担当者

所属 商工観光部観光振興課
職・氏名 副参事 川上 智子
TEL 088-823-9457 FAX 088-823-9415

E-Mail kc-150300@city.kochi.lg.jp連携事業No. 12

30303030 31313131 32323232 33333333

高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村）
項目 額 項目 額 項目 額 項目 額 項目 額 項目 額 項目 額 項目 額

歳
入

計

歳
出

観光動態調査委託 10,000 観光商品造成委託 5,000 受入体制整備 パンフレット印刷 1,000 ＰＲ旅費 100 パンフレット印刷 1,000 ＰＲ旅費 100
パンフレット印刷 3,000 ＰＲ旅費 100 PR旅費・会場費 3,000 PR旅費・会場費 3,000
ＰＲ旅費・会場費 1,000

計 10,000 9,000 100 4,000 100 4,000 100

月
4444 5555 6666 7777 8888 9999 10101010 11111111 12121212 1111 2222 3333

30

31

32

33

34

34343434

高知市 連携市町村（●市町村）
項目 額 項目 額

歳
入

計

歳
出

パンフレット印刷 1,000 ＰＲ旅費 100
PR旅費・会場費 3,000

計 4,000 100

（単位：千円）

【様式】連携事業案概要シート

■市町村のニーズ
高知市に多くの観光客が来ること
が他地域への周遊につながってい
ることから，高知市と各市町村を
結ぶ日帰り・一泊モデルツアーや
周遊ルートの構築及び連携した
ＰＲが望まれている。

■市町村の課題
各地域には，活用可能な豊か
な自然等，地域ならではの観光

がある のの，知名 や交
通 性，宿泊務能の勘 ，
観光ニーズの多様性等の観点か
ら，市町村単体では，全国に向
けたＰＲや誘客は限界がある。

■高知市の課題
観光ニーズの多様化等により高
知市単体での誘客には限界があ
る。

実施内容■事業目的
位置情報ビッグデータを活用し，圏域市町村の観光客の移動軌跡を調査・分析し，広域観光ルートの研究や設定，
効果的なプロモーションに取り組む。

スケジュール

■実施内容
携帯電話の位置情報ビッグデータを活用して
，圏域市町村を訪れる観光客の動きを把
握する調査・分析を 。これにより，観光
エリアの特徴・課題を把握し，ターゲット等に
応じた効果的な商品開発やプロモーションを
圏域市町村で実施する。

■調査内容
・発地分析（どこから来た？）
・交通手段分析（ ・ ス？）
・性 分析（どんな人が？）
・ り分析（どこに来た？）
・宿泊地分析（どこに宿泊？）
・旅程分析（日帰り・宿泊？）
・周遊分析（どの観光地に来ているか）
・ 入 分析（どれくらい滞在した？）

潜在資源発掘

受入・交通整備
商品開発

情報発信・誘客
広域連携

観光動態調査委託業務
各市町村観光地点選定 成果品完成 動態調査共有

観光商品造成委託
パンフレット作成・印刷 観光ＰＲ実施

観光ＰＲ実施

観光ＰＲ実施

観光ＰＲ実施

観光ＰＲ実施

観光ＰＲ実施 観光ＰＲ実施

観光ＰＲ実施

観光ＰＲ実施観光ＰＲ実施

観
光
客
の
動
き
を
「
見
え
る
化
」

市
町
村
の
特
徴
・
課
題
を
把
握

分
析
等
に
よ
り
，
タ
ー
ゲ
ッ
ト

毎
に
具
体
的
な
施
策
の
立
案

■連携市町村の
費用負担
共同プロモーション
実施の際の旅費
等

■役割分担
高知市：地域資源の整 ，分析する観光地点選定，観光動態調査委託業務発 ，
広域観光ルートの研究や設定，観光客の受入体制の整備，共同プロモーションの実施
市町村：地域資源の整 ，分析する観光地点選定，広域観光ルートの研究や設定，
観光客の受入体制の整備，共同プロモーションの実施
県：県外観光客入込・動態調査の実施，観光客受入体制の整備への補助，共同プロモ
ーションの実施

■調整すべき
項目

6



■解決される課題・連携市町村
のメリット（圏域への波及が期
待される効果）
外国人観光客に各市町村の観
光ＰＲを ことで圏域への周遊
が促進され，観光客が増加し，
観光消費額の増加に繋がることが
期待できる。

■高知市のメリット
外国人観光客のニーズにあった観
光案内を 域的に ことで，イ
ンバウンド観光の推進に繋がること
が期待できる。

■重要業績評価指数（KPI）
の指標
・ 間観光入 客 （日帰り/宿泊）
・県外観光客消費額（日帰り/宿泊）

事業名称：インバウンド観光推進事業

事

業

概

要

事業費（想定）

ア 圏域全体の 成 のけ

平成29 月 （案） 高知市
担当者

所属 商工観光部観光振興課
職・氏名 副参事 川上 智子
TEL 088-823-9457 FAX 088-823-9415

E-Mail kc-150300@city.kochi.lg.jp連携事業No. 13

30303030 31313131 32323232 33333333

高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村）
項目 額 項目 額 項目 額 項目 額 項目 額 項目 額 項目 額 項目 額

歳
入

計

歳
出

家賃（100㎡・９ケ月） 8,000 多言語パンフレット制作 300 家賃 6,000 多言語パンフレット印刷 100 家賃 6,000 多言語パンフレット印刷 100 家賃 6,000 多言語パンフレット印刷 100
事業委託費 9,000 事業委託費 9,000 事業委託費 9,000 事業委託費 9,000
委託費（通訳） 7,200 委託費（通訳） 14,400 委託費（通訳） 14,400 委託費（通訳） 14,400
改装費 22,400

計 46,600 300 29,400 100 29,400 100 29,400 100

月
4444 5555 6666 7777 8888 9999 10101010 11111111 12121212 1111 2222 3333

30

31

32

33

34

34343434

高知市 連携市町村（●市町村）
項目 額 項目 額

歳
入

計

歳
出

家賃 6,000 多言語パンフレット印刷 100
事業委託費 9,000
委託費（通訳） 14,400

計 29,400 100

（単位：千円）

【様式】連携事業案概要シート

■市町村のニーズ
高知市には拴 な 消費地としての が
ある。高知市 や観光客に高知市以外の
観光情報や商品を提供・販売することで，
地域にとっては全国的なＰＲになるので観
光拠点を設置してほしい。また，増加する
外国人観光客に対しても高知市以外への
周遊を促すための観光拠点の設置が望まれ
ている。

■市町村の課題
各地域には，活用可能な豊かな自然等，
地域ならではの観光素材があるものの，知
名 や県外からの 通 ，宿泊 能
の 拒，観光素材の多様 等の観点から
，市町村単体では，全国に向けたＰＲや
誘客は限界があると考えられる。

■高知市の課題
インベウンド観光を推進するためには，高知
市単体の活 では限 がある。

実施内容■事業目的
急増する外国人観光客に対応するために，外国語対応可能な観光案内所等を設置しインバウンド観光を推進す
る。

スケジュール

■連携市町村の費用負担
・多言語パンフレットの作成
・共同ＰＲ実施の際の旅費

■役割分担
高知市：観光案内所の設置・運営，誘客促進
市町村：パンフレット等による情報提供，多言語看板などの
受入環境整備
県：とさてらすとの連携,多言語パンフレット等作成補助

■調整すべき項目
とさてらすとの役割分担と連携
※9月までに 整 が 要

■実施内容
急増する外国人観光客・
外国客船への対応のため，
観光客が多く 寄る本市
の中心商店街内に外国語
対応可能な観光案内所を
設置し，圏域市町村との
連携による観光ＰＲを
事でインバウンド観光を推
進していく。

情報提供
パンフ設置等

○県内市町村
○客船 ○日本人・

外国人観光客

観光・
周遊

観光案内
ＰＲ

訪問 ボランティア協会
高知ＳＧＧ
旅館ホテル協同組合
中心商店街
とさてらす等

連 携

� 英語＋中国語翻訳
・中心商店街内

広域情報発信

県内・市内の周遊

外国人おもてなし

・空き店舗活用
・よさこい情報 館や商店街等との連携

・市町村パンフ・コーナー
・共同イベント・ＰＲブース

・客船寄港時の観光案内所
・観光客 ス ース

市町村説明 開設準備期間 オープン 観光案内所の運営

運営・共同ＰＲの実施

運営・共同ＰＲの実施

運営・共同ＰＲの実施

運営・共同ＰＲの実施
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■解決される課題・連携市町村
のメリット（圏域への波及が期
待される効果）

新規出店を促し，地域の活性化
につながる

■高知市のメリット

同上

■重要業績評価指数（KPI）
の指標
・新規出店数
・空き店舗
・ 者 等

事業名称：空き店舗を活用した商店街のにぎわい創出事業

事

業

概

要

事業費（想定）

ア 圏域 体の経 成 のけ

平成29 月 （ ） 高知市
担当者

所属 商工観光部商工振興課
職・氏名 中心市街地・地域商業活性化 中村 千栄子
TEL 088-823-9375 FAX 088-823-4024
E-Mail kc-151705@city.kochi.lg.jp連携事業No. 17

30 31 32 33
高知市 連携市町村（ 市町村） 高知市 連携市町村（ 市町村） 高知市 連携市町村（ 市町村） 高知市 連携市町村（ 市町村）

項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目

歳
入

計

歳
出

情報発信媒体構築費 2,000
情報発信媒体運営管

費 1,000 情報発信媒体運営管
費 1,000 情報発信媒体運営管

費 1,000 情報発信媒体運営管
費 1,000

計 3,000 1,000 1,000 1,000

月
4444 5555 6666 7777 8888 9999 10101010 11111111 12121212 1111 2222 3333

30

31

32

33

34

34
高知市 連携市町村（ 市町村）

項目 項目

歳
入

計

歳
出

情報発信媒体運営管
費 1,000

計 1,000

（単位：千円）

【様式】連携事業案概要シート

■市町村のニーズ
圏域内にある商店街の空き店舗情報を共有し，

業や商店街を活用した新たな と の を
出し，圏域内商店街の活性化を推進する。
※参画意向調査（平成28 10月24日時点）
参画意向あり：５市町
検討したうえで参画：13市町村

■市町村の課題
商店街が抱える課題として，経営者の高齢化によ
る事業継承の問題や来街者の減少，郊外の大

店の出店等による空き店舗 の 化がある。
空き店舗 の 化は高知市 けの課題ではな ，
圏域 体の課題であり，空き店舗 の に向
けた取組については，空き店舗情報の共有をして
出店を増やす等，圏域で連携して取組をする必
要がある。

■高知市の課題
中心商店街の空き店舗を活用した圏域市町村の
アンテナショップ設置については，中心商店街の既

店舗の 業 につながる とが る。

実施内容■事業目的
空き店舗 の 圏域 の課題 あり 空き店舗 を し 出店を す 圏域 連携し
取り組む必要がある。

スケジュール

■連携市町村の
費用負担
なし

■役割分担
高知市：空き店舗情報の収集，圏域市町村空
き店舗及びチャレンジショップ の情報発信媒体
の構築
市町村：空き店舗情報の収集，提供
県：事業の周知及び広報

■調整すべき項目
アンテナショップ設置については，
商店街サイドの意向を確認しつつ
，設置方法等を検討
※9月 でに調 が必要

■実施内容
圏域内の商店街の空き店舗情報の共有，チャレ
ンジショップの の周知及び広報に取り組 。

情報発信媒体の検討及び構築 情報発信媒体の運営

情報発信媒体の運営

情報発信媒体の運営

情報発信媒体の運営

情報発信媒体の運営
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■解決される課題・連携市町村
のメリット（圏域への波及が期待
される効果）
新規就農者の確保

■高知市のメリット
県外在住の，高知市出身者を含
む県内出身者が，相談会をきっか
けに高知市で新規就農することが
期待できる

■重要業績評価指数（KPI）の
指標
・相談会への参加者数
・新規就農者数

事業名称：新規就農者の確保

事

業

概

要

事業費（想定）

ウ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

平成29 月 （ ） 高知市
担当者

所属 農 農
職・氏名 拙拵 小藤吉彦
TEL 088-823-9458 FAX 088-823-9459

E-Mail kc-270200@city.kochi.lg.jp連携事業No. 50

30303030 31313131 32323232 33333333

高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村）
項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目

歳
入

計

歳
出

会 用 300 会 用 300 会 用 300
消耗品費 100 消耗品費 100 消耗品費 100

計 400 400 400

月
4444 5555 6666 7777 8888 9999 10101010 11111111 12121212 1111 2222 3333

30
合同就農相

談会

31 〃

32 〃

33

34

34343434

高知市 連携市町村（●市町村）
項目 項目

歳
入

計

歳
出

計

（単位：千円）

【様式】連携事業案概要シート

■市町村のニーズ
地域の担い手となる農
業者の育成，確保に
向けての連携。

■市町村の課題
市町村によっては，新
規就農希望者の望む
作物等の受け入れ農
家がいないなど，研修
から就農まで一環した
対応ができない状況に
ある。

■高知市の課題
農業就業人口は減少
を続けてるとともに，高
齢化も進んでいる。

実施内容■事業目的
地域の担い手となる農業者の育成

スケジュール

■連携市町村の費用負担
参加職員の旅費

■役割分担
高知市：移住促進と連携した合同就農相談会の開催
市町村：・相談会への担当者等の派遣 ・ 市町村で れて
いる就農支援事業や研修受入れ農家等について情報共有 ・相
談会開催の周知（広報紙への掲載等）
県：県外での「新・農業人フェア」への参加や「高知アグリスクール」
の開催、移住関係相談会の開催

■調整すべき項目
・国，県による受入農家に対する
支援施策が にあるが， 外
の支援施策の実施について，提案
市町村の意向確認
・費用負担のあり方
※9 までに 拪 が 要

■実施内容
・移住促進と連携した合同就農相談会の開催
・ 地や受入れ農家の 促進・合同研修開催の検討
・新規就農者及び研修受入れ農家等に対する助成等の検討

体 では，高知県の事業等で県外で れるフェア等に れ
ぞれが参加している。
就農者の就農 を ると，実家 で新規就農するものが い
向にあることから， が い の 期に， の人が まる 業
施 等で，移住促進と連携した新規就農相談会を ことにより，新
規就農者の確保を目指すもの。
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■解決される課題・連携市町村のメリッ
ト（圏域への波及が期待される効果）
各市町村で防災知 を した人材が
えることにより，各市町村の防災 向上
が期待される。

■高知市のメリット
各市町村の防災 向上により，本市の
支援 減 本市の防災 向上にも
繋がる。

■重要業績評価指数（KPI）の指標
防災人づくり塾 者数
H30 ：250人（全会場合計）
H31 ：200人（ 〃 ）
（高知市実績 H27:119人，H28:114人）

事業名称：防災リーダー育成事業

事

業

概

要

事業費（想定）

ウ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

平成29 月 （ ） 高知市
担当者

所属 防災政策課
職・氏名 防災政策 勠 植田
TEL 088-823-9055 FAX 088-823-9085
E-Mail Kc-080200@city.kochi.lg.jp連携事業No. 57-１

30 31 32 33
高知市 連携市町村（ 市町村） 高知市 連携市町村（ 市町村） 高知市 連携市町村（ 市町村） 高知市 連携市町村（ 市町村）

項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目

歳
入

県補助 （人づくり） 350 なし 県補助 （人づくり） 350 なし 県補助 （人づくり） 350 なし 県補助 （人づくり） 350 なし
県補助 （防災士） 375 県補助 （防災士） 300 県補助 （防災士） 300 県補助 （防災士） 300

計 725 650 650 650

歳
出

防災人づくり塾開催 5,100 なし 防災人づくり塾開催 3,600 なし 防災人づくり塾開催 3,600 なし 防災人づくり塾開催 3,600 なし
防災士資格取得支援 750 防災士資格取得支援 600 防災士資格取得支援 600 防災士資格取得支援 600

計 5,850 4,200 4,200 4,200

月
4444 5555 6666 7777 8888 9999 10101010 11111111 12121212 1111 2222 3333

30

31

32

33

34

3
高知市 連携市町村（ 市町村）

項目 項目

歳
入

県補助 （人づくり） 350 なし
県補助 （防災士） 375

計 725

歳
出

防災人づくり塾開催 3,600 なし
防災士資格取得支援 600

計 4,200

（単位：千円）

【様式】連携事業案概要シート

■市町村のニーズ
自助，共助の取組を進めるた
めには， しい知 を につけ
た地域の防災活動に取り組む
多数の人材が必要。

■市町村の課題
被害を減らすため，各地域で
の防災 向上を ることが め
られている。 しい知 を に
つけ， 自らが災害を自分
のこととして考え，自助，共助
対策に取り組まなければ抜本

な防災 向上が しい。

■高知市の課題
人 の多い本市に いて

は，市全体の防災 向上を
目 すためには，市 けへの
知 では しく， の の
人 への知 も必要。

実施内容■事業目的
災 の る防災の が重要拹され の の る 域 の

防災知 拴 域の防災 る の

スケジュール

■連携市町村の費用
負担
基本なし（会場の手配
・勠 の ）

■役割分担
高知市：防災人づくり塾の開催，防災士資格取得支援
市町村：各市町村の地域 への 知，開催
県：高知市が実施する事業への補助，県下での防災士育
成支援（高知市で受講できない方のフォロー）

■調整すべき項目
各圏域でのサテライト会場開催に
ついて
※9 までに が必要

■実施内容
地域で防災活動に取り組む防災リーダー「災害に強い人」を育成するため，
防災の各専門分野の講師による全８回の講座を開催するもの。また講座
の 生は防災士の受 に必要な講 受講の要 を たすこととなり，

者には防災士資格取得の支援も 。
【講座】開催場所：高知市１，6地域（合計７会場）

※各地域はサテライト会場，H31 は 地域
受講 ：

【防災士】 会場：高知市（受 ， は自 必要）
防災士教本：配布

人づくり塾
講座開催

受講者
募集

防
災
士
試
験

講
演
会

メイン会場（高知市）

サテライト
会場

サテライト
会場

双方向通信
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■解決される課題・連携市町村
のメリット（圏域への波及が期待
される効果）
職員の能 上，技術継承によ
り，少数の水道関係職員でも事
業継続が可能となる。

■高知市のメリット
今後の人材育成，技術継承にあ
たり，研修 会及び内容（ と
質）の充実が図れる。また，連携
市町村との 等 により，
市職員のスキルアップにもつながる。

■重要業績評価指数（KPI）の
指標
職員研修の参加者数

事業名称：水道事業広域実施（人材育成等）

事

業

概

要

事業費（想定）

ウ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

平成29 月 （ ） 高知市
担当者

所属 上下水道局企画財務課
職・氏名 課 拙拵 高橋 退助
TEL 088-821-9230 FAX 088-833-6549

E-Mail kc-241100@city.kochi.lg.jp連携事業No. 60606060

30303030 31313131 32323232 33333333

高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村） 高知市 連携市町村（●市町村）
項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目

歳
入

計

歳
出

計

月
4444 5555 6666 7777 8888 9999 10101010 11111111 12121212 1111 2222 3333

30

31

32

33

34

34343434

高知市 連携市町村（●市町村）
項目 項目

歳
入

計

歳
出

計

（単位：千円）

【様式】連携事業案概要シート

■市町村のニーズ
人材育成（技術の継承）や災害時
対応のための連携，水質拻 などの
門的な技術を確保したうえでの経費削
減が必要となっている。

■市町村の課題
高知市以外の市町村では，水道事業
に関わる職員数は少なく，水道事業に

通する職員が 拒している（してくる
）状況にある。人口減少等による給水
収益の減少のため，経営状況の悪化
が予測されるなか，職員数の確保も懸

される。

■高知市の課題
職員の 退職や職員の高

化等のため， 場 の技術継承が
難となってくることが予想される。

実施内容■事業目的
水道事業 携 る の の 等及 業 の効 る

スケジュール

■連携市町村の費用負担
連携市町村で応分を負担
するが，算定方法等につい
ては協議が必要

■役割分担
高知市：連携可能な業務の調査，提案
市町村：連携希望業務の洗い出し
県：水道事業の広域連携についての助言及
び情報提供，協議の場の提供

■調整すべき項目
研修等の実施主体及び費用負担方法
※9 までに調拪 が必要

■実施内容
人材育成や技術の継承，災害時対応など，高知市が持つノウハウ等を活か
し，可能な範囲から連携を進める。
・職員研修（実務講習等）の実施

水道新任者研修
技術研修
会計実務研修 等

・水道事業関連の申請書類等の様式統一及び共通業務のマニュアル化
高知市版の様式をひな形として提供

・その他，相互連携が可能な業務について，共同実施や業務受託の検討
スポット的な水質検査の受託（可能な範囲）

各種事業の実施
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■解決される課題・連携市町
村のメリット（圏域への波及が
期待される効果）

・新しいターゲットの掘り起こし
・圏域内移住者の増加
・移住者の定住促進

■高知市のメリット

・新しいターゲットの掘り起こし
・ 時的な新しい の
・移住者の増加
・移住者の定住促進

■重要業績評価指数（KPI）
の指標
・ホームページアクセス数
・圏域外からの二段階移住相談
件数

事業名称：二段階移住推進事業

事

業

概

要

事業費（想定）

ウ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

平成29 月 （ ） 高知市
担当者

所属 政策企画課移住・定住促進室
職・氏名 移住・定住促進 松尾 大樹
TEL 088-823-8813 FAX 088-823-9382

E-Mail kochi-life@city.kochi.lg.jp連携事業No. 72

月
4444 5555 6666 7777 8888 9999 10101010 11111111 12121212 1111 2222 3333

30

31

32

33

34

（単位：千円）

【様式】連携事業案概要シート

■市町村のニーズ
・圏域市町村の相互連携による情
報発信，情報共有
・高知市を基点とした二段階移住の
推進，圏域市町村の移住体験施
設の相互 用
・圏域市町村による共同での体験ツ
アーの実施，都市圏での共同セミナ
ー開催

■市町村の課題
・新たなターゲットの発掘が必要。
・定住に繫がらないケースがある。

■高知市の課題
・市街地にお試し滞在施設がない。
・新たなターゲットの発掘が必要。

実施内容■事業目的
高知市を た圏域内への二段階移住を推進 移住に を抱え一歩を踏み出せない新たな移住希望者層
をターゲットにPRな の みを い 圏域 の移住・ 住 進を る。

スケジュール

■連携市町村の
費用負担

：移住者に対する
高知市からの市町村
への引越し補助，相
談対応時の旅費など

■役割分担
高知市：圏域への二段階移住の拠点整備，パンフレット等による市町村の紹介や各
市町村窓口への案内・引継ぎ，市町村と連携したツアー・相談会の企画など。
市町村：高知市内を拠点にしている二段階移住希望者に対するアプローチ，移住
相談，市町村内での案内，体験滞在施設の拡充など。
県：県外への二段階移住の取り組みのPRなどの支援，二段階移住の拠点施設とし
て県有施設の 等の活用に向 た 。

■調整すべき項目
・高知市への二段階移住者
に対する，市町村からの効果
的なアプローチの方法
・二段階移住者の実績把握
の方法
※9 でに 整 が必
要

■実施内容
・二段階移住の推進・PR（ハンドブック作成，プロモーション活動，
ホームページの作成など）
・二段階移住をテーマにしたイベント企画・実施（移住体験ツアーの共
同実施，都市圏での相談会，共同セミナーの開催など）
・二段階移住推進のためのお試し滞在施設の整備・活用（滞在中の
モデルコース 案，お試し滞在施設の相互 用，連携した相談体制
の充実など）

県外の
移住希望者

Step 1

Step 2

体験滞在拠点「いっく」

30 31 32 33
高知市 連携市町村（33市町村） 高知市 連携市町村（33市町村） 高知市 連携市町村（33市町村） 高知市 連携市町村（33市町村）

項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目
歳
入 県移住促進事業補助 県移住促進事業補助 県移住促進事業補助 県移住促進事業補助
計

歳
出

二段階移住ハンドブック作
成 5,000

高知市 市町村
引越し補助 各1,500移住プロモーション経費 15,000

高知市 市町村引
越し補助 各1,500

二段階移住ハンドブック 新
増刷 5,000

高知市 市町村
引越し補助 各1,500移住プロモーション経費 15,000

高知市 市町村
引越し補助 各1,500

移住プロモーション経費 30,000相談対応旅費 100ホームページ保守 3,000 相談対応旅費 100移住プロモーション経費 15,000相談対応旅費 100ホームページ保守 3,000相談対応旅費 100

ホームページ制作・保守 5,000 移住相談会 200 ホームページ保守 3,000 移住相談会 200

移住相談会 200 体験ツアー開催経費 1,000 移住相談会 200 体験ツアー開催経費 1,000

体験滞在施設拡充 10,000 体験滞在施設拡充 10,000 体験ツアー開催経費 1,000 体験滞在施設拡充 10,000

体験滞在施設拡充 10,000

計 50,200 1,600 29,200 1,600 34,200 1,600 29,200 1,600

34
高知市 連携市町村（33市町村）

項目 項目
歳
入 県移住促進事業補助

計

歳
出

二段階移住ハンドブック 新
増刷 5,000

高知市 市町村
引越し補助 各1,500

移住プロモーション経費 15,000相談対応旅費 100

ホームページ保守 3,000

移住相談会 200

体験ツアー開催経費 1,000

体験滞在施設拡充 10,000

計 34,200 1,600

・モデルコース検討
・ハンドブック作成

※各 に都市圏相談会で （ ）
※お試し滞在施設拡充 各 に 時実施

・体験ツアー開催

・体験ツアー開催

・体験ツアー開催

・ハンドブック 新・増刷

・ハンドブック 新・増刷

・ホームページ作成

・移住プロモーション（以後継続的に実施）
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■解決される課題・連携市町村の
メリット（圏域への波及が期待され
る効果）

職員の 能 向上，法改正
等に 制 への な
が可能となる

■高知市のメリット
同上

■重要業績評価指数（KPI）の
指標
高知市への派遣職員数（相互交
職員数）６人
※県内６地域ごとに１人を目処

事業名称： る連携

事

業

概

要

事業費（想定）

ウ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

平成29 月 （ ） 高知市
担当者

所属 人事課
職・氏名 課 拙拵 山本 晋平
TEL 088-821-9410 FAX 088-821-9401

E-Mail Kc-050400@city.kochi.lg.jp連携事業No. 85

30303030 31313131 32323232 33333333

高知市 連携市町村（33市町村） 高知市 連携市町村（33市町村） 高知市 連携市町村（33市町村） 高知市 連携市町村（33市町村）
項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目 項目

歳
入

計

歳
出

計

月
4444 5555 6666 7777 8888 9999 10101010 11111111 12121212 1111 2222 3333

30

31

32

33

34

34343434

高知市 連携市町村（33市町村）
項目 項目

歳
入

計

歳
出

計

（単位：千円）

【様式】連携事業案概要シート

■市町村のニーズ
市町村職員の 能 の向上
び他市町村との連携を図ること。

■市町村の課題
基礎自治体の業務は法改正等

に 制 に に しな
がら既存業務の水準も維持してい
かねばならず，特に人数規模の制
約がある市町村において，特定分

の 能 を向上 てい
必要が徐々に高まっている。
また，拘られた
な を い， 様化す

る ー へ に してい
ため，業務を集約・共同実施する

たな連携制 を設 る機 が
高まっていると考えられる。

■高知市の課題
同上

実施内容■事業目的
数 が る ， へ 業 する ， する ニーズへ的 する

， の 及 市町村 の連携 る

スケジュール

■連携市町村の費用負担
①県との人事交 制 同
様
②研修開催経費は高知市
，参加に係る旅費等は各
市町村負担

■役割分担
高知市：①派遣・受入の調整， ②研修開催について情報提供・参加者の
調整，③共同実施事業の提案・ ，④情報交換を 内容の調整
市町村：①派遣・受入の調整，②研修への参加申し込み・職員の参加，
③共同実施事業の提案・ ，④情報交換を 内容の調整
県：①派遣の 法等について ，② ④事業実施について

■調整すべき項目
③共同事業実施
の方法
④情報交換の場の
設定
※9 ま に調整 が
必要

■実施内容
① 高知市への研修派遣，高知市と他市町村との交 派遣
② 高知市職員研修への参加機会の提供

③ 相互連携が可能な事業については共同して事業を実施
④ 共 した 課 について，自治体 の情報交換を

Ａ市

Ｂ町

Ｃ村

④情報交換

③共同事業実施高
知
県

高知市
①研修派遣，②研修参加

・・・

・・・

・・・
① 派遣

能 向上

連携強化

①，②事業の開始 ③，④事業の内容検討

③，④事業の開始
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